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行政不服審査法等の改正に係る誇求人等への周知について

行政不服審査法等の改正に係る労働基準法関係通達の改正については、平成

2S年3月初日付け基発03ヨ0第5号『行政不服審査強等の改正に伴う労働基準

法等関係過遣の整備についてjにより、関係通達で示している教示文等が改め

られたところである．

行政不服審査法等の改定に係る周知については、平成2沼年3月 10日付け事

務違絡「行政不服審査法等の改正に伴う平成27年度末における通知書（保拶給

付等関係）の発送に係る事務処畠についてJにより、平成＂年 3月 2'日から
同月 25aまでに出カ・発送する通知書に行政不初審査法等の改Eに係るお知ら
せを同封することとしたものであるが、今後請求人等に行政不服審査法の説明

を行う場合等においても、 ，，1添リーフレツトを活用されたい，



平成28年4月1日改正施行

労災保険給付の決定に対する

審査請求制鹿が竃わりました
改E労働者災害補償保積法、改正労働保険審査官及び労働保晩審査会訟の施行について

労災保険給付の支給不買3拍などの決定（※）を受けた方で、その決定に不服が

ある場合は、審賓請求をすることができます．

平成田年4月1日からは改正法の施行により、審理手続が層充実しました．

（終｝休業補償給付支給決定 障害補慣給付不支給決定怠ど

敵E遣の栂忽になる審蜜揖求

改E法の対象｛誌、平成28年4月1目以降に受けた労災保険給“サの支給不支給主主どの渓百戸

に対する審査請求です．

首正申ポイント

｜審査請求期間力＇ 60日から3カ、月に延びました

｜ パ膏査筒求ができ5期閉ま処分があったことを知った自の翌日から3か月以内亡はりまし
I L また労健曙険審査会巴対して再審査請求でき否期間ま60目から2か月とたまりました．

！酷請求後lこ
膏査晴＂に 9ぜする決定3がa包つた場含叉陪膏賓謂求をして3か月を経過して毛ヨ蕎費e胃＝誌に対する
決定がh式し場合IC、葬環蜜貴’育司Rのほカ惜政臨訟を鍾起できるよラになり＝伝した． 。とだし‘寄室
岡求を行ってしげ品、場合孟 再審査情求及び行政＂訟の握起はで告ま世ん．｝

審理の過程で口頭による意見の陳述ができるようになりました

。審査舗求人｛書、申立てにより労災保険審査官の貯可を得て処勿庁はどの関係省を泡集した場
巴おいて、口頭で意見を述べ、処分庁広質問をすることカ吋きるようになりました

審理に関する文書等の閲覧などができるようになりました

審査曙求人，.、申立てをレて封m.保険容量自又は＂働保険審査会が臨めた渇合、その審査闘求
に聞す否文・モ畑他の抱牛の閲覧又は当厳文書問写しの交付を受比す否ことができQようになりま
した． （写しの交付を丸めるときは、手豊島料がかかります．｝

。厚生労働省 都道府県労働局 労働基準監督署
・詳しくは都道府県労働局または量寄りの労働蔓準監督署！こ町品、合わぜ下さい・



平成田年4月1日改正施行

r社会復帰促進等事業ーとの決定に対する 司
審査請求制度が蛮わりました ii 

匝 改正清政不服審査即施行につL司 i:.U -
労災探険制度目社会壷帰促進等事業などについて支給・不支給などの決定（※）

を聖けた方で、その決定に不服がある場合は畜査請求をすることができます．

平成28年4月1日からは改正法白施行により、審理手舗が一層充実しました．

て認l＂災耽学握腹聞の支出決定、アフタケアの健康管理字幅の不交す決定、

事嘩主Fの費用徴収の決定怠ど

il!UEiliの対象に怠る審査鴎＊

改正法の対象比率廊28年4月1日以降に受けた社会復帰促進等事業などの決定に関す否

審査塀求ですー

醜E申ポイント

審査請求期聞が60固から3力、月に延びました
ー審査間取ができ否期間立、処分があったことを知った目の翌日から3か月以内こなりまじ
た．

審査請求先古町厚生労働大臣になりました

従来、都道府県均価局長又＂厚生箔働大臣であった審査請求先が、厚生労働枕箆回統さ
れまじた．
実櫨申立制度は廃止され、不服申立てはすべて審査請求に銑塗れました．

審理の過程で口頭による意見の陳強ができ吾ようになりました

審査窃求人は、申立て巴より厚生労偉肱匡が指名する賓理員の許可生得て処分庁Aまどの関
係者そ招集レた場において、口践で意見を述ぺ、処分庁ζ酢推す，；ことができ否よラになりま
した．

審理に関する文書等の閲覧などができるようになりました

。審査欄求人｛孟、申立てをして厚主労働大匿が猪名す否寄埋闘が認めた場合こ 審理に関する
文書その他の物件の閲覧又はそゆ文書kの写じの交付を受け否ことができるよう広なりました．
（害しグ壇付を求め否ときは、手数料がか力ります．｝

。厚生労働省 都道府県労働局 労働基準監督署

・詳しくは、都這師県釘働局または母寄りの労働基準監督署にお問い合わぜ下さい・


